
体育館開放利用団体各位

○事務取扱要領第５条２項を現状に合わせ改正しました。体育館鍵の受渡もしくは返却は、本学事務室の業務時間内（平日８：４５～１７：１５）にお願いします。また、業務時間外には鍵の貸出・返却受付は一切行いませんので、各団体内でのご周知につきましてよろしくお願いします。

○体育館の利用時間は、21時までです。清掃・退出も必ずこの時間までに

終了してください。退出時間は記録されており、随時確認しております。

利用時間を遵守いただけない場合は、申込・利用をお断りする場合があります。
市立室蘭看護専門学院体育館地域開放実施要領

（趣旨）

第１条　市立室蘭看護専門学院（以下「看護学院」という。）は、地域貢献の一環として、授業や学生の活動に支障のない範囲で体育館の開放を行う。

（対象団体）

第２条　看護学院の体育館を使用できる団体は、次のとおりとする。

２　市及び行政機関

３　市及び行政機関が必要と認めた団体

(１)　市及び行政機関と密接な関係にあり公的な事業を行っている団体

　(２)　教育関係機関

　(３)　社会活動の観点から使用が必要と認められる団体等

４　その他の地域活動の団体等

（開放区分）

第３条　開放区分は、次のとおりとする。

	区　　　　分
	午　　　前
	午　後　１
	午　後　２
	夜　　　間

	平　　　　日
	
	
	
	18:00～21:00

	土・日・祝日
	9:00～12:00
	12:00～15:00
	15:00～18:00
	18:00～21:00


２　平日の日中（午前・午後１・午後２）は原則として開放しない。

３　短時間、区分時間がまたがる使用については、１区分ごとの使用とする。

（使用申込）

第４条　看護学院体育館を使用しようとする者は、使用する前月の１５日から２０日までの間に別紙の「市立室蘭看護専門学院体育館使用申請書兼使用許可証」を提出しなければならない。ただし、市が必要と認めた場合はこの限りではない。

２　看護学院は、使用申請書の提出があった時は、これを審査し、適当と認めた時は使用を許可するものとする。

（鍵等の管理責任者）

第５条　使用者は、鍵等の管理責任者を明確にし、看護学院に届け出なければならない。

２　管理責任者は、原則として平日は当日の１７時１５分までに、土曜・日曜日・祝日に使用する時は、金曜日（祝日の場合は同日前直近の看護学院開校日）の１７時１５分までに看護学院で鍵等を受け取ること。

３　管理責任者は、貸し出した鍵等を原則として平日（金曜日を除く）にあっては、翌日の１７時までに、金曜日・土曜・日曜日・祝日は、月曜日（祝日の場合は同日後直近の看護学院開校日）の１７時までに看護学院に返還すること。

４　管理責任者は、使用後、体育館の施錠及び機械警備を確実に行うこと。

（開放費用）

第６条　使用者は、光熱水費相当額を開放費用として看護学院が発行する納付書により市に納めなければならない。

２　１使用区分あたりの光熱水費相当額の開放費用額として１，１００円を徴収する。

３　冬期間における暖房使用は、原則として認めないものとする。

４　納付された光熱水費相当額は、これを返納しない。ただし、使用者の責に帰することのできない理由により使用不能となったとき、または看護学院の都合で使用許可を取り消した時は、これを還付することができる。

（使用者の遵守事項）

第７条　使用者は、次の事項を守らなければならない。

　(１)　使用許可を受けた場所以外への進入の禁止

  (２)　学院敷地内での喫煙及び飲食の禁止

  (３)　使用を許可された目的以外の使用の禁止

  (４)　使用の権利の譲渡又は転貸の禁止

  (５)　施設又は備品を損傷させた場合は、使用者の責任で修理すること。

　(６)　終了時の清掃及び備品収納を行うこと。

(７)  その他の使用に適さない行為を行わないこと。（火気使用など）

（使用許可の取り消し）

第８条　看護学院は、使用者が次の事項に反した時は、使用許可を取り消すことができる。

　(１)　公安・風俗を害する恐れがあると認められる場合

  (２)　建物とその付属物をき損する恐れがある場合

  (３)　看護学院の指示、注意に対し、改善が見られない場合

  (４)　前条の遵守事項に違反した場合

  (５)　光熱水費相当額の支払いを怠った場合

(６)　その他、使用に適さない行為を行った場合

（使用の中止措置）

第９条　看護学院は、使用許可を受けない団体が使用している場合、その使用の中止措置を行う。

（その他）

第10条　使用中に起こった事故及び盗難等に関しては、使用者の責任で処理すること。

（附則）

この要領は、平成２２年６月１日から実施する。

（附則）

この要領は、令和２年３月１１日から実施する。ただし、第６条２項については令和２年４月利用分から適用することとし、令和２年３月以前の利用分については、なお従前どおりとする。
（附則）
この要領は、令和４年１１月１４日から実施する。

